
は じ め に

　1872 年（明治 5年）に新橋～横浜間に鉄道が走り始めてから今年が 140 周

年にあたる。この間に鉄道は蒸気運転からディーゼル運転，さらに電気運転へ

著しい進化を遂げ，海外にも技術輸出を行うなど，わが国は世界有数の技術力

を持つに至っている。

　鉄道は一般に知られる車両のほか，変電所や電車線などの電力設備，および

列車を安全に運行する信号保安設備，さらに列車をガイドする線路や構造物な

どの技術から成り立っており，安全性・快適性に関する技術や，パワーエレク

トロニクスおよび情報制御技術など高度の技術が取り入れられ，まさに日進月

歩である。それとともに過去の技術開発や経験の蓄積があり，技術のあゆみを

残しておくことは，さらなる技術開発を進めるうえでも重要である。

　鉄道は初期には英国をはじめとした欧州や米国など海外から技術が輸入され

たが，ユーザやメーカの努力により，日本の国情に合うように改良され発展し

た。本書は鉄道が今日に至った歴史について，蒸気機関車から電気機関車へ移

行した技術や，とりわけ，電気車および電気関係を中心に，線路や構造物を含

めて長年にわたり鉄道の各分野に携わってきた専門家が豊富な経験に基づいて

執筆しており，技術の歴史のみでなく技術的な経緯がわかるように述べてい

る。さらに，電気鉄道の技術的な内容を学ばれたい読者は，電気学会 電気鉄

道における教育調査専門委員会編『最新 電気鉄道工学（改訂版）』（コロナ社，

2012 年発行）などを参照していただきたい。

　本書が鉄道の技術の歴史に関するご興味と，鉄道技術の発展に役立てば幸い

である。また，本書をまとめるにあたり，巻末に掲げる多くの文献を参考にさ

せていただいたことに感謝する。

　2012 年 6 月
執筆者を代表して　持永芳文　
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1
鉄 道 の 歴 史

　

1 .1　鉄道のはじまり（～明治時代）

　（ 1）　鉄道の導入　　わが国の鉄道は，1872 年（明治 5年）10 月 14 日に開

業した新橋～横浜間の鉄道をもって始まった。鉄道の開業式典は明治天皇をは

じめとして，各国大使，政府高官が出席して盛大に挙行され，人々は陸
おか

蒸
じょう

気
き

をひと目見ようと鉄道の沿線に集まった。鉄道は，それまでの馬や籠
かご

に代わる

新しい交通機関として文明開化の象徴となった。鉄道は，運賃さえ払えばだれ

もが利用することができる公共交通機関として発達し，利用者が平等にその恩

恵にあずかることができた（図 1 .1）。このほか，時間を決めて運行される定

時運行制は，利用者に「時刻」という概念を与えるなど，その存在は日本人の

図 1 .1　鉄道の開業「東京名所之内新橋ステンション蒸気車鉄道」
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2　　　1.　鉄　道　の　歴　史　

生活習慣を変えるほどの影響力があった。

　鉄道は同時に，西洋の科学技術を日本にもたらすこととなった。線路を敷設

するための測量技術，トンネルを掘ったり橋を架けるための土木工事の技術，

機関車を組み立てたり運転するための車両の技術，電信の技術，セメントや煉
れん

瓦
が

，鉄などの材料を生産する技術など，多くの技術が鉄道とともにもたらさ

れ，わが国に定着した。これらの技術は，英国人技師を主体とするお雇
やと

い外国

人たちによって日本に伝えられたが，初期の頃の路線の選定や構造物の設計，

工事の監督や列車の運転などは，ほとんど彼らの技術に頼っていた。新橋～横

浜間に続いて，1874 年（明治 7年）に大阪～神戸間，1877 年（明治 10 年）に

は大阪～京都間の鉄道がそれぞれ開業したが，これは世界最初の公共鉄道が英

国で開業してから約半世紀ほど遅れていた。

　（ 2）　鉄道技術の自立　　明治時代初期のわが国の鉄道は，明治政府が計画

を推進していたが，実務的にはお雇い外国人が大きな役割を果たしていた。し

かし，工事が進むにつれ，ある程度のことはわが国の技術でも十分こなせるこ

とが理解できるようになり，お雇い外国人も鉄道技術の自立を促した。特に初

代建築師長であったエドモンド・モレルは，技術系組識の独立と高等教育機関

の必要性を進言し，日本側の最高責任者であった鉄道頭・井上勝もその実現に

努力した。さらに，明治 10 年代になるとお雇い外国人に対する高額な報酬が

明治政府の財政を圧迫するようになり，その一方で，鉄道の整備が中央集権国

家の確立に不可欠であるとの認識が深まるようになると，鉄道技術の自立にさ

らに積極的に取り組むこととなった。

　1877 年（明治 10 年）に大阪駅構内に工技生養成所が開設され，専門の高等

教育が鉄道部内で行われるようになった。教官には，お雇い外国人や日本人の

留学経験者があたり，現場から選ばれた技術者の卵たちがここに集った。その

卒業生は，東海道線や北陸線の建設現場へ即戦力として配属され，現場経験を

積みながら鉄道技術の習得や指導にあたった。

　特にトンネル技術は早い段階で国産化され，1880 年（明治 13 年）に逢
おう

坂
さか

山
やま

トンネルが日本人のみの手で完成し，続いて 1884 年（明治 17 年）に完成した
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　1.1　鉄道のはじまり（～明治時代）　　　3

柳ケ瀬トンネルが延長 1キロメートルの壁を突破した（1 352　m）。また，橋梁

の架設技術や機関車の運転技術，客貨車の組立技術，電信技術なども明治 10

年代には日本人のみの手で行えるようになったが，橋梁や蒸気機関車の設計・

製作技術，レールの製造技術など，鉄製品を使用する技術は外国に頼らざるを

得ず，その国産化のめどが立つのは明治末まで待たなければならなかった。

　（ 3）　私設鉄道の発達　　初期の鉄道は，国営事業として明治政府がそのす

べてを管理していたが，鉄道の利便性が人々に認識され，鉄道事業が多くの利

益を生むようになると，民間の資本家の間からもこの事業に参画しようとする

動きが高まった。1881 年（明治 14 年）に請願された日本鉄道は，こうした背

景により誕生した，わが国最初の私設鉄道で，1883 年（明治 16 年）に開業し

た上野～熊谷間を皮切りとして，現在の高崎線，山手線，東北線，常磐線など

の鉄道網を次々と完成させた。

　これに続いて，阪堺鉄道（現・南海電鉄），伊予鉄道などの設立が相次ぎ，

政府では 1887 年（明治 20 年）に私設鉄道条例を公布して，その許認可のため

の手続きを具体的に定めた。これをきっかけとして明治 20 年代に入ると，全

国各地で私設鉄道を設立する動きが活発となり，山陽鉄道（現・山陽線ほか），

関西鉄道（現・関西線ほか），九州鉄道（現・鹿児島線ほか），北海道炭
たん

礦
こう

鉄道

（現・室蘭線ほか）など，今日の主要幹線網のほとんどが私設鉄道によって建

設されるに至った。私設鉄道の発展は，民間資本を利用したインフラ整備の先

がけとして最大限の投資効果を発揮し，国の事業として行われた官設鉄道とと

もにわが国の鉄道網の骨格を形成した。

　一方，各地に私設鉄道が設立されたことによって，政府は鉄道建設を計画的

に行う必要性を感じ，1892 年（明治 25 年）に鉄道敷設法を公布して，将来の

鉄道建設の具体的計画を法律として示した。また，鉄道計画を諮問する機関と

して政府に鉄道会議が設置され，その審議を通じて，路線の建設順位や経由地

などの鉄道政策を監理する仕組みが確立した。

　（ 4）　都市鉄道の黎明　　官設鉄道と私設鉄道が全国の都市を結び始めた

頃，もうひとつの新しい交通手段が都市内に登場した。馬を動力とした馬車鉄
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4　　　1.　鉄　道　の　歴　史　

道である。馬車鉄道は，1882 年（明治 15 年）に開業した新橋～日本橋間の東

京馬車鉄道がその嚆
こう

矢
し

（物事の始まり）であったが，ごく一部の地方都市を除

いて普及せず，ほどなく路面電車などへと移行した。政府ではこうした道路上

に敷設される都市内の鉄道に対して，1890 年（明治 23 年）に軌道条例を公布

し，その普及を促した。

　電気動力による電車は，1890 年（明治 23 年）に上野公園で開催された第 3

回内国勧業博覧会で，米国製の電車が試験的に公開されたのが始まりで，次い

で 1895 年（明治 28 年）に京都電気鉄道が開業して新たな公共交通機関として

注目を集めた。続いて名古屋市，川崎市で路面電車が開業し，1903 年（明治

36 年）には大阪と東京（東京は馬車鉄道を電車化）でも路面電車が走り始め

た。電気鉄道は，ほどなく都市内ばかりでなく近郊の都市間を結ぶようにな

り，1904 年（明治 37 年）に京浜間を結んだ京浜電気鉄道（現・京浜急行電

鉄），翌年には阪神間を結んだ阪神電気鉄道などがその先がけとなった。

　こうした電気鉄道の発展は，同時期に普及した人力車や乗合馬車（のちに乗

合自動車）などとともに，都市の活性化を促す交通機関となった。

　（ 5）　鉄道の国有化　　明治期における鉄道政策の総仕上げともいうべき作

業は，鉄道の国有化であった。民間活力の導入によって明治 30 年代には日本

列島の背骨にあたる幹線鉄道がほぼ完成し，鉄道を用いれば北海道から九州に

至る全国各地に物資を輸送する体制が整った。このことは，軍事的にも大きな

意義を持ち，特に 1894 年（明治 27 年）の日清戦争では，東京の青山練兵場か

ら広島の宇品港の間で軍隊輸送が行われ，鉄道輪送が兵力の迅速な集結・輸送

に威力を発揮することが示され，さらに，1904 年（明治 37 年）の日露戦争で

も鉄道による軍隊の輸送は重要な役割を担った。

　しかし，私設鉄道の発達とともに，並行する官設鉄道の路線との間での過当

競争が繰り広げられ，地域輪送を独占するなどの弊害も目立つようになった。

また，国家的見地から全国の鉄道網を統一することによって，より効率的な輪

送体制を整えるべきであるとの主張もなされるようになった。

　こうした鉄道国有化の要求は私設鉄道の発足当時から根強くあったが，特に
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　1.2　鉄道の展開（大正時代～昭和戦前）　　　5

陸軍は軍事輪送を重視して鉄道国有化の必要性を強く主張するに至り，1906

年（明治 39 年）に鉄道国有法が成立して全国の主要幹線を形成していた私設

鉄道各社は，国に買収されることとなった（東武鉄道や南海鉄道のように買収

されなかった私設鉄道も一部あった）。買収は翌年にかけて順次行われたが，

買収直前における路線長は，官設鉄道の 2 411　kmに対して，私設鉄道は

5 288 kmに及んでいた（図 1 .2）。そして全国の鉄道網を一元管理する組識と

して帝国鉄道庁（のちに鉄道院，その後，鉄道省）が発足し，鉄道の国家管理

が本格的に行われるようになった。

　

1 .2　鉄道の展開（大正時代～昭和戦前）

　（ 1）　鉄道院の発足　　鉄道国有法により，それまでの鉄道作業局（官設鉄

道）と 17 社の私設鉄道が合体して 1907 年（明治 40 年）に帝国鉄道庁が成立

し，鉄道の国家管理が本格的に開始された（以降，本書では JRに移行するま

でのさまざまな組織名を国有鉄道または国鉄と称する）。帝国鉄道庁はさらに

翌年，鉄道院に改組し初代総裁として後藤新平が就任したが，後藤は国有化さ

れたばかりの鉄道を大家族主義によって一致団結させ，強力なリーダーシップ

図 1 .2　明治時代における鉄道の営業キロの変遷
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6　　　1.　鉄　道　の　歴　史　

でこれを率いて，より巨大な組識へと発展させた。

　鉄道の国有化はまた，統一されていなかった全国の技術基準を一元化し，標

準規格や設計基準を整備する機会でもあった。特に，国有化以前の鉄道車両や

レールの断面，橋梁の設計などは，ごく一部を除いて鉄道会社ごとに独自の設

計を行っていたため，発足したばかりの鉄道院ではその実態を把握し，海外の

最新技術などを取り入れながら，わが国の実状に即した標準設計を確立した。

そして，ほとんどが輪入品に頼っていた蒸気機関車や橋梁は，これを機会に国

産標準形ともいうべきタイプが次々と設計され，前者では 8620 形，9600 形と

いった大正期を代表する蒸気機関車が量産され，全国津々浦々の路線で使われ

るようになった。また，車両の連結器は，従来の手間がかかり，危険性の高い

ねじ式連結器に代わって，1925 年（大正 14 年）に安全性の高い自動連結器へ

の一斉取替えが実施され，鉄道国有化後の大事業として注目された。

　（ 2）　広軌改築問題の末路と改正鉄道敷設法　　その後，鉄道院の予算規模

や業務量は増加の一途をたどったため，1920 年（大正 9年）には鉄道省に昇

格することとなり，名実ともに国家の中枢を担う組織として位置付けられるに

至った。全国の幹線鉄道網がほぼ整備されつつあった大正期になると，鉄道の

将来を二分する大きな課題として，広軌改築問題が浮上した。

　わが国の鉄道は，新橋～横浜間の鉄道開業以来，3フィート 6インチ（1 067　

mm）のレール幅を持つ狭軌鉄道として発達し（英国の植民地鉄道に起源を持

つといわれる），欧米の標準であった 4フィート 8　¹⁄₂ インチ（1 435　mm）のレー

ル幅（標準軌または広軌）は，ごく一部の私設鉄道で用いられているにすぎな

かった。広軌は狭軌に比べて，けん引力，運転速度，輸送力といった点で勝っ

ていたが，コストの面では狭軌に分があった。わが国の鉄道が短期間に鉄道網

を発展させることができた背景には，狭軌の選択がその一因として作用してい

たが，これに対して鉄道のさらなる発展を促すためには，これを欧米なみの広

軌に改築し，輸送力の増強を図るべきであるとするのが広軌派の主張であった。

　こうした広軌改築論は，明治中期から特に軍部を中心に展開されていたが，

初代鉄道院総裁の後藤新平は，鉄道国有化を千載一遇の好機ととらえ，これを
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